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被災酒類の酒税額の救済措置について 

 

この度の地震により被害を受けられた皆様方には、心からお見舞い申し上げます。 

 

皆様が販売のために所持されていた酒類が地震により被災（容器の破損により、酒類が流

出）した場合には、「災害被害者に対する租税の減免、徴収猶予等に関する法律」に基づき、

酒税相当額について救済措置を受けることができます。 

この救済措置を受けるためには、「被災酒類の確認書交付申請書」を販売場の所轄税務署に

提出し、被災酒類の確認を受けていただく必要があります。 

このため、この申請に必要な事項（納税義務者、仕入先、品目、アルコール分、発泡性の有

無、容器の容量、本数）について記帳しておかれるとともに、できる範囲での資料の収集と

保存をお願いいたします。 

なお、次の点にご留意願います。 

① 被災酒類に係る酒税額が、酒類製造者ごとに 500 円に満たない場合は、救済措置を受

けることができません。 

② 保険金、損害賠償金等により、被災した酒類の損失の補填を受ける場合は、所持して

いた酒類の酒税額から、補填を受けた金額を差し引いた額が救済の対象になります。 

救済措置の手続の流れについては、裏面をご覧ください。 

 

また、酒場、料理店、ホテルその他の酒類を専ら自己の営業場において飲用に供すること

を業とされている方も、この手続により救済措置を受けることができます。 

 

この救済措置の適用を受けようとする方で、手続や申請書の具体的な記載方法等について

不明点等がありましたら、以下の問合せ先までご連絡ください。 

なお、必要な書類等については、国税庁ホームページの「６月 18日の大阪府北部の地震に

よる被災酒類に係る酒税相当額の救済措置について」をご覧ください。 

（国税庁ホームページ掲載先：http://www.nta.go.jp/） 

 

提出先（販売場の所轄税務署）   問合せ先 

京

都

府 

上京、左京、中京、東山、下京、右京、園部 ⇒ 
上京税務署 酒類指導官部門 

電話 075-441-9363（直通） 

伏見、宇治 ⇒ 

伏見税務署 酒類指導官部門 

電話 075-641-5111（代表） 
※ 自動音声案内で「２」を選択してください。 

大

阪

府 

東、大阪福島、西淀川、東成、旭、城東、 

東淀川、北、大淀、枚方、門真 
⇒ 

東税務署 酒類指導官部門 

電話 06-6942-1101（代表） 
※ 自動音声案内で「２」を選択してください。 

茨木、豊能、吹田 ⇒ 
茨木税務署 酒類指導官部門 

電話 072-623-0150（直通） 

酒 類 販 売 業 者 の 皆 様 方 へ 



 

 

 

 

１ 対象者 

販売のために所持していた酒類が災害により亡失し、滅失し、

又はその本来の用途に供することができない状態となった場合

には、課税された酒税相当額の救済措置（被災酒類に対する酒

税の還付）を受けることができます。 

下部の【還付を受けることができない場合など】をよくご確

認ください。 

 

２ 手続 

所持していた酒類（被災酒類）を次の項目ごとに区分し、そ  

れぞれの本数を把握してください。 

① 納税義務者（製造者、通関業者） 

② 仕入先 

③ 品目（清酒、焼酎、ビール、果実酒等） 

④ アルコール分、発泡性の有無 

⑤ 容器の容量 

 

 

被災酒類の区分と本数の把握後、納税義務者ごと及び仕入先

ごとに「被災酒類の確認書交付申請書」を作成し、被災した販

売場の所轄税務署へ２通提出してください。 

   

 

  

  

 記載内容の確認後、所轄税務署から「被災酒類の確認書」が

送付されます。 

 

 

 

 

 「被災酒類の確認書」を納税義務者（仕入業者）へ提出し、

被災酒類の酒税相当額の還付を受けます。 

 

 

 

手続の流れ 

 

被災酒類の所持者 

酒類製造者又は販売業者 

 

被災酒類の区分と 

本数の把握 

 

被災酒類の確認書 

交付申請書の提出 

 

被災酒類の確認書の受領 

 

納税義務者（仕入業者）へ

被災酒類の確認書を提出 

【還付を受けることができない場合など】 

○ 「被災酒類の確認書交付申請書」に基づき税務署から交付された「被災酒類の確認書」のう

ち、納税義務者ごとの合計酒税相当額が 500 円未満の場合は、酒税相当額の救済措置を受ける

ことができません。 

○ 保険金、損害賠償金等により、被災した酒類の補填を受ける（受けた）場合は、所持してい

た酒類の酒税額から、補填を受ける（受けた）金額を差し引いた額が救済の対象となります。 


